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令和７年度当初予算新規事業等一覧

＜一般会計＞

１ 議会活性化事業〔映像配信システムパソコン更新〕

２ 人材育成推進事業〔職員政策研修〕

３ 人事給与システム管理事務〔勤怠管理システム改修等〕

４ 平和祈念事業〔終戦 80 年平和祈念講演〕

５ 公用車集中管理事業〔災害対応型電気自動車購入、電気自動車ラッピング〕

６ 防災力強化総合事業〔防災服導入、京都府衛星通信設備等更新工事負担金〕

７ 防災用資機材等整備事業〔テント式パーティション購入〕

８ 人権啓発推進事業〔第３次人権教育・啓発推進計画策定〕

９ 男女共同参画社会推進事業〔男女共同参画啓発絵本作成〕

10 庁舎維持管理事業〔庁舎屋上防水・外壁改修等工事設計、通話録音システム導入、庁舎直流電源装

置整流器盤更新工事、コージェネレーションシステム更新工事〕

11 総合計画推進事業〔第６次総合計画策定業務（２年目）、シンポジウム開催〕

12 全世代・全員活躍まちづくりセンター整備事業〔建物整備工事等、施設備品購入〕

13 システム運用管理事業〔自治体システム標準化対応〕

14 公会堂等新増改築補助事業〔自治会インターネット環境整備費補助金〕

15 定額減税不足額給付金支給事業

16 賦課徴収一般事務費〔入湯税の徴収〕

17 戸籍関係証明交付事務〔戸籍情報システム改修（氏名の振り仮名対応）、戸籍情報システム標準化対

応〕

18 コンビニ交付サービス事業〔庁内設置機器更新〕

19 火葬料補助事業〔火葬料補助金拡充〕

20 家庭ごみ収集事業〔プラスチック資源の一括回収関連〕

21 子育て支援推進事業〔地域子育てシンポジウム、子育て応援住宅総合支援事業〕

22 みまきっこまんなか応援まちづくり事業〔基本計画策定、整備、推進団体補助〕

23 子育て支援センター事業〔地域子育て相談機関、多世代連携、マタニティ広場〕

24 妊産婦支援事業〔妊婦のための支援給付〕

25 手話等意思疎通支援事業〔手話研修会講師派遣〕

26 地域福祉計画推進事業〔地域福祉計画・地域福祉活動計画策定（２年目）〕

27 社会福祉総務一般事務費〔障害者福祉システム改修（就労選択支援サービス対応）〕

28 認知機能早期対策事業〔健幸・脳活 いきいきわくわくプログラム（仮）〕

29 健康教育相談事業〔健康教室予防啓発動画作成〕

30 健康づくり推進事業〔食育推進会議、食育啓発イベント開催〕

31 温暖化防止活動事業〔環境政策プロモーション事業、環境の日イベント運営委託等〕

32 危険木伐採等支援事業〔危険木伐採等支援事業補助金〕

33 農業総務一般事務費〔野菜のまち応援クーポン事業〕

34 久御山町農業振興施策対策事業〔高温対策営農支援事業補助金〕

35 まちの駅施設運営・維持管理事業〔パーゴラ設置工事、テーブル・椅子等購入〕



36 「ものづくりの苗処」事業〔ホテル立地促進助成金、第３期産業振興計画策定に係るアンケート調

査〕

37 産業売込み隊事業〔久御山町産業売込み隊事業補助金（まちの駅クロスピアくみやまオープン 15周

年記念・広域連携イベント、久御山町「黄金の茶室」大阪・関西万博出展、FACT-LINK）〕

38 道路橋梁維持管理事業〔区画線維持修繕工事〕

39 橋梁長寿命化事業〔東一口橋補修工事〕

40 道路橋梁新設改良整備事業〔電々グラウンド線道路整備測量設計業務、田井・市田線歩道整備工事、

京都やましろ茶いくるライン整備工事〕

41 宇治川高台整備促進事業〔かわまちづくり計画策定〕

42 都市計画推進事業（建設課）〔久御山町都市計画マスタープラン改訂〕

43 公園維持管理事業〔防犯カメラ設置〕

44 中央公園拡充整備事業

45 都市計画推進事業（新市街地整備）〔みなくるタウン整備関連、土地区画整理事業補助金、住生活基

本計画策定〕

46 消防広域化推進事業〔消防指令センター共同整備負担金〕

47 非常備消防一般事務費〔消防団防火衣更新〕

48 消防機械器具等整備事業〔指揮車購入（債務負担行為）〕

49 こども園運営事業〔看護師配置〕

50 教育委員会事務局運営事務〔〈仮称〉こどもの未来を支える理念条例検討委員会〕

51 小・中学校学力向上対策事業〔学力アップ事業（ゆめ☆スタ Weekly）〕

52 小学校施設維持管理事業〔３小学校体育館空調設備等設置工事設計、３小学校体育館用大型気化式

冷風機借上〕

53 こども園・小・中学校給食運営事業〔給食費無償化〕

54 小・中学校保護者負担軽減事業〔万博体験委託業務〕

55 小・中学校情報教育環境整備事業〔タブレット端末等機器借上リース料（債務負担行為）等〕

56 中学校施設維持管理事業〔体育館蓄電池設置工事〕

57 全世代・全員活躍まちづくりセンター運営事業

58 ふれあい交流館運営事業〔外壁タイル改修工事設計、屋上防水改修工事、公用車購入〕

59 図書館運営事業〔図書館システム更新〕

60 放課後児童健全育成事業〔仲よし学級運営業務委託（債務負担行為）〕

61 旧山田家住宅保存・活用事業〔保存活用計画策定委託、主屋倒壊防止対策工事等〕

62 歩くまち「くみやま」推進事業

＜企業会計＞

○ 水道事業会計

63 水道施設維持管理事業〔水道施設更新工事〕

64 配水管改良事業〔配水管布設替工事〕

○ 下水道事業会計

65 ストックマネジメント計画改定事業〔計画改定〕



66 公共下水道整備・更新事業〔ウォーターPPP 導入可能性調査〕

67 公共下水道整備・更新事業〔管渠改築工事〕

68 内水排除対策事業〔佐山排水機場耐震診断事業〕

69 内水排除対策事業〔荒見調整池整備工事（中央公園）〕





事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

議会活性化事業〔映像配信システムパソコン更新〕

新規 拡充 統合 その他

　議会事務局

第８章 第２節　住民参加・協働

計　画 １　住民参加・協働のまちづくりの促進 位置づけしていない

一般会計

議会費 議会費 議会費

　令和７年度

　本会議や予算決算常任委員会の映像を配信するシステムで使用しているパソコンのオ
ペレーティングシステム（ＯＳ）がサポート終了となる。
　今後も安定して本会議、一般質問等の映像を配信する必要があることから、当該シス
テムのパソコンを更新する。

※本会議と予算決算常任委員会に加えて、令和７年度から同配信システムを活用して総
務事業常任委員会と民生教育常任委員会を録画配信する。

　本会議場に設置している映像配信システムのパソコンを更新する。

○事業費総額 759  千円

（内訳）
　・映像中継システムパソコン更新　660千円（委託料）
　・機器調整費用　　    　　　　　 99千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 759 759

計 759 759

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

1



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

人材育成推進事業〔職員政策研修〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 ４　組織力の強化と職員の資質向上 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　令和７年度　～　令和10年度

　職員自らが組織の課題や所属する部内の課題や新規政策等に対し、グループによる研
究等を通じて課題解決に結びつける政策提案を行うことにより政策立案能力の向上を図
る。
　また、グループ研究や政策提案を行う過程において、第２次久御山町人材育成基本方
針で定義する「求める職員像」の実現を図る。

・１グループ３～４名で組織し、以下の①又は②のいずれかの政策研究・提案を行う。
　① 組織課題解決提案（組織全体）
　　町組織全体に関わる課題等をテーマに先進自治体等の調査や取り組みの聞き取
　　り、現地での状況確認等を行い、課題解決のための政策提案を行う。
　② 政策課題解決提案（部局ごと）
　　町の各部局特有の課題や政策的取り組みをテーマに先進自治体等の調査や取り組
　　みの聞き取り、現地での状況確認等を行い、課題解決のための政策提案を行う。

・各研究グループの政策提案は毎年度、年度末に発表会を開催し、実施採用の適否を
　判断する。（実施採用を受けた政策提案は、次年度以降に実施する。）

・補助内容　１人当たり５万円×グループの人数を上限とする。

○事業費総額 800  千円

（内訳）
　・職員政策研修補助金　800千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 800 800

計 800 800

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

2



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

人事給与システム管理業務〔勤怠管理システム改修等〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　令和７年度　～　

　職員の出退勤管理や給与支払等事務の効率化を目的に､勤怠管理システムを用いたデ
ジタル化を推進する。

　令和６年１月から導入している勤怠管理システムについて、本町の運用に合うよう機
能をカスタマイズし、さらなる事務の効率化を図る。

○事業費総額 1,573  千円

（内訳）
　・勤怠管理システム改修　1,573千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,573 1,573

計 1,573 1,573

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

3



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

平和祈念事業〔終戦80年平和祈念講演〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第５章 第４節　人権・平和

計　画 ２　平和理念の啓発 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　令和７年度

　平和都市宣言の精神を踏まえ、平和理念の向上のため、毎年８月15日の終戦記念日に
平和祈念集会を行うとともに、戦争の悲惨さ、平和の尊さ、生命の大切さを伝える取組
を通して平和意識の醸成を図る。

　終戦80周年という節目の年を迎えるにあたり、幅広い方々が平和について考える機会
となるよう、戦争を体験された方から当時のお話を直接お聞きする講演会を開催する。

○事業費総額 400  千円

（内訳）
　　講師謝礼　　　　　　100千円（報償費）
　　チラシ印刷　　　　　 26千円（需用費）
　　記録映像制作等業務　200千円（委託料）
　　チラシ全戸配布　　　 33千円（委託料）
　　消耗品等　　　　　　 41千円（需用費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 400 400

計 400 400

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

4



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

公用車集中管理事業〔災害対応型電気自動車購入、電気自動車ラッピング〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 財産管理費

　令和７年度

　経過年数の大きい公用車を更新し、公用車の安全な運行管理を行う。
　令和３年度と５年度、６年度に災害時に避難所などで有効活用できる電気自動車を各
１台購入しており、公用車の更新時期にあわせて、計画的に電気自動車の配備を進め
る。

　災害時に備え、避難所で電力供給源となる電気自動車を令和７年度に１台購入すると
ともに、購入した電気自動車の車体にラッピングを行い、環境に配慮した電気自動車の
推進をPRする。

○事業費総額 4,876  千円

（内訳）
　・保険料、登録料　　　　　 89千円（役務費）
　・電気自動車ラッピング　　264千円（委託料）
　・電気自動車購入　　　　4,523千円（備品購入費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債

その他特財
クリーンエネルギー自動車導
入事業補助金・定額

850 850

一般財源 4,026 4,026
計 4,876 4,876

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

5



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

防災力強化総合事業〔防災服導入、京都府衛星通信設備等更新工事負担金〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第７章 第１節　防災・減災

計　画 １　防災・減災体制の強化 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 防災費

　令和７年度

　あらゆる災害から住民の生命・身体・財産を守り、住民が安全、安心な日常生活・社
会生活が送れるよう防災体制を整備する。

①防災服導入
　災害発生時の対応において、町職員であることがひと目でわかるよう視認性の高い
　防災服を導入する。
　・購入数　88着
　　（三役、部長、課長、課長補佐並びに防災安全係員、避難所開設担当ほか）

②京都府衛星通信設備等更新工事負担金
　防災業務に使用している京都府衛星通信ネットワーク第２世代システムの運用が令
　和９年度で終了することに伴い、第３世代システムへの更新を行う。また、併せて
　Jアラートアンテナの更新を行う。
　・工事内容　役場屋上アンテナの更新、総務課設置機器の更新等
　※費用は、京都府と町が２分の１ずつ負担する。

○事業費総額 19,698  千円

（内訳）
　①防災服（町名プリントあり）　　    　 1,548千円（需用費）
　②京都府衛星通信設備等更新工事負担金　16,522千円（負担金、補助及び交付金）
　　Jアラートアンテナ設置工事　　　　　　1,628千円（工事請負費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金

起　　　債 防災力強化総合事業債 16,500 16,500

その他特財
ふるさと応援基金繰入金(防
災費分)

1,013 1,013

一般財源 2,185 2,185
計 19,698 19,698

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

6



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

防災用資機材等整備事業〔テント式パーティション購入〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第７章 第１節　防災・減災

計　画 ４　災害に強い基盤の整備 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 防災費

　令和７年度　～

　避難所用資機材については、計画的に購入及び更新を進めてきたが、近年の災害では
避難所生活の長期化が課題となっている。
　国において新しい地方経済生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）が新設された
ことを受けて、この交付金を活用することにより避難所の生活環境改善を目的に避難所
用資機材の充実を行う。

　避難所の生活環境改善のための避難所用資機材として、避難者のプライバシー保護の
ためのテント式パーティションを新規購入するとともに、自動パック式トイレ、簡易
ベッド、段ボールベッドの継続購入を行う。

○事業費総額 3,486  千円

（内訳）　拡充分　2,102千円
　備品購入費
　・テント式パーティション　2,102千円（120個）※拡充
　・自動パック式トイレ　　　　418千円（２台）
　・簡易ベッド　　　　　　　　619千円（75個）
　・段ボールベッド　　　　　　347千円（30個）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
新しい地方経済生活環境創
生交付金・1/2

1,743 1,051

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,743 1,051

計 3,486 2,102

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

人権啓発推進事業〔第３次人権教育・啓発推進計画策定〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第５章 第４節　人権・平和

計　画 １　人権意識の啓発 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 人権対策費

　令和７年度

　住民があらゆる機会に人権教育・啓発に参加し、人権について学び、考え、実践して
いくことにより、「一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、誰もが自分らしく生きること
のできる社会」の実現を目指す。

　第２次久御山町人権教育・啓発推進計画が令和７年度で満了し、これまでの取組や課
題を踏まえ、引き続き、人権教育・啓発に係る施策を総合的かつ計画的に進めるため、
住民意識調査としてアンケートを実施し、基本的指針となる第３次久御山町人権教育・
啓発推進計画を策定する。

○事業費総額 1,166  千円

（内訳）
　・住民アンケート印刷　 　　　　81千円（需用費）※補助対象
　・人権教育・啓発推進計画印刷　275千円（需用費）
　・住民アンケート送料　　　　　810千円（役務費）※補助対象

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金 人権啓発活動補助金・1/2 445 445
起　　　債
その他特財
一般財源 721 721

計 1,166 1,166

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

男女共同参画社会推進事業〔男女共同参画啓発絵本作成〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第５章 第５節　男女共同参画

計　画 １　男女共同参画の計画的な推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 男女共同参画政策費

　令和７年度

　社会のあらゆる分野において分け隔てなく、男女がともに自らの意志で参画し、男女
の人権が尊重された豊かでいきいきとした町づくりを目指すため、幼少期から男女共同
参画に興味を持ち、多様な価値観を醸成することを目的とする。

　男女共同参画推進キャラクターを活用し、性別にとらわれない生き方をテーマにした
絵本を作成する。こども園や小学校などに配付することで、男女共同参画プランの重点
目標のひとつでもある幼少期から男女共同参画の意識を根づかせることを目的とする。

○事業費総額 266  千円

（内訳）
　・男女共同参画啓発絵本作成　266千円（需用費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

府支出金
人権問題啓発事業補助金・
1/2

133 133

起　　　債
その他特財
一般財源 133 133

計 266 266

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

庁舎維持管理事業〔庁舎屋上防水・外壁改修等工事設計、通話録音システム導入、庁舎直
流電源装置整流器盤更新工事、コージェネレーションシステム更新工事〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

　総務費 　総務管理費 　財産管理費

　令和７年度

　役場第１期（平成７年度）・第２期（平成12年度）庁舎をはじめ、敷地内の建物・設
備については経年劣化が進んでおり、長期的な視点から維持管理や改修等を行うため、
令和４年度に建物劣化診断調査を実施し、現状確認のうえ今後の修繕の優先度を見極め
た長期修繕計画を作成した。令和７年度については、災害発生時の対処にも必要な設備
である、上記の更新工事を実施する。
　庁舎施設の機能を保持し、職員、来庁者にとって快適な職場環境を確保するため、ま
た、施設の長寿命化を図るため、計画的な修繕・更新を行う。

　長期修繕計画の結果を参考に、経年劣化している第２期庁舎の直流電源装置整流器盤
(商用電源（交流）から供給される電力を直流に変換する器具の制御盤)の更新工事を行
う。
　また、同計画において、令和８年度に第１期・第２期庁舎屋上防水・外壁改修等を計
画しておりその工事設計を委託する。
　令和７年度末に保守が終了するコージェネレーションについて、確実に想定される大
規模災害に備えるためコージェネレーションシステムを更新することとし、その工事を
実施する。（コージェネレーションとは、災害時に停電が起こっても、中圧ガスの供給
がある限り電力を施設に供給できるシステムである。）
　加えて、電話対応サービスの向上やトラブルを抑止するため、通話録音システムを導
入する。

○事業費総額 144,441  千円

（内訳）
①第１期・第２期庁舎屋上防水・外壁改修等修繕工事設計（建設事業委託料）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,081千円
②通話録音システム導入（その他委託料）　　　　　　　　　　　　　　 　792千円
③第２期庁舎　直流電源装置整流器盤更新工事（工事請負費）　　　　　15,290千円
④コージェネレーションシステム更新工事（工事請負費）　　　　　　 118,278千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債 庁舎施設整備事業債 59,100 59,100

災害時の強靱性向上に資す
る天然ガス利用設備導入支
援事業費補助金・1/3

39,425 39,425

公共施設建設基金繰入金 34,900 34,900
一般財源 11,016 11,016

計 144,441 144,441

総合計画上
の位置づけ

その他特財

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

総合計画推進事業〔第６次総合計画策定業務（２年目）、シンポジウム開催〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

　総務費 　総務管理費 　企画費

　令和５年度　～　令和７年度

　平成28年３月に、平成28年度を始期とする第５次総合計画を策定し、計画の実現に向
けた計画の進捗管理を行っている。また、基本計画で示された施策について、財政措置
等の対応も組み込み、３か年を計画年次とした実施計画を毎年度策定し、事業実施後に
ついては毎年度実績調書を作成している。　
　今後も町政運営の基本となる総合計画を策定・推進し、その計画の実現に向け計画の
進捗管理を行う必要がある。

　現計画が令和７年度に計画期間が満了することから、令和６年度に実施した現計画の
評価、検証及び住民等アンケートやまちづくりプラン会議等の意見をふまえ、令和８年
度から17年度を計画期間とした第６次総合計画を策定する。
　また、計画策定の過程において、今後のまちづくりの考え方や計画素案について、広
く住民等に示していくためにシンポジウムを開催する。

（令和７年度取組予定）
　・総合計画審議会の運営
　・パブリックコメントの実施
　・基本構想・基本計画の策定
　・第６次総合計画冊子・概要版の作成
　・職員研修会・検討会等の企画・運営
　・シンポジウムの開催

○事業費総額 9,721  千円

（内訳）
　・報酬　　　　1,593千円
　・旅費　　　　　　9千円
　・需用費　   　  38千円
　・委託料 　　 8,081千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,721 9,721

計 9,721 9,721

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的
 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

全世代・全員活躍まちづくりセンター整備事業〔建物整備工事等、施設備品購
入〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 ２　多彩な交流の促進 位置づけしていない

一般会計

　総務費 　総務管理費 　企画費

　令和５年度　～　令和７年度

　全世代・全員活躍の基盤となるまちづくりの観点から、従来の公民館の社会教育・生涯学習拠
点機能を向上させ、あらゆる人やあらゆる世代の人口が交流する地域コミュニティ形成の場とし
て「全世代・全員活躍まちづくりセンター」を官民連携の視点を取り入れて整備する。
　同施設は多世代交流のコンセプトに加えて、社会教育・生涯学習機能、福祉機能を備えた拠点
施設を整備することにより、地域共生社会の実現に寄与する。

　全世代・全員活躍まちづくりセンター（グランハット）の建設工事を昨年度に引き続き実施す
る。施工に当たり、工事監理及びその支援業務を委託する。併せて、開館に向けて施設備品を調
達する。

（まちづくりセンター概要）
　・建築面積 1,834.69㎡　・延床面積 2,016.8㎡　・構造 鉄骨造
　・主な施設
　　　ホール（固定141席、可動153席）、和室、音楽室、サークル実習室
　　　多目的ホール、セミナー室（大・小）、カフェ
　　　太陽光発電設備、マンホールトイレ、備蓄倉庫
（主な施設備品）
　・ホール用スタッキングチェア
　・カフェ用家具（テーブル、椅子）
　・セミナー室用長机、椅子　など

○事業費総額 700,527  千円

（内訳）
 需用費
　・まちづくりセンター建築に係る消耗品　　　　　200千円　
 委託料
　・まちづくりセンター整備工事監理業務　　　 20,750千円
　・まちづくりセンター整備工事監理支援業務　　2,577千円
 工事請負費
　・まちづくりセンター整備工事＜継続費＞　　617,000千円
　［継続費総額　2,765,000千円］
　　　R5 399,250千円（3月補正繰越）、R6 1,748,750千円、R7 617,000千円
 備品購入費
　・施設備品購入　　　　　　　　　　　　　　 60,000千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
社会資本整備総合交付金(企
画財政課)・4/10

255,099 255,099

府支出金
京都府豊かな森を育てる府民
税市町村交付金

309 309

起　　　債
まちづくりセンター施設整備
事業債

291,700 291,700

ふるさと応援基金繰入金(企
画費分)

116,000 116,000

森林環境保全基金繰入金 2,282 2,282
一般財源 35,137 35,137

計 700,527 700,527

総合計画上
の位置づけ

その他特財

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的
 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

システム運用管理事業〔自治体システム標準化対応〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 電子計算費

　令和５年度　～

　「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づき、標準化の対象となる事務につ
いて、標準化のための基準に適合したシステム（標準準拠システム）の利用が義務付けられてい
る。
　現在、標準化の対象となる事務で利用している各システムについて、標準化のための基準に適
合したシステムへの移行等が必要となるため、システム移行が円滑に完了するよう取組を進め
る。

　令和７年度は次の業務を実施する。また、標準準拠システムは、国において選定されたガバメ
ントクラウドに構築することにより、サーバ機器などの運用管理の負担軽減や高度な情報セキュ
リティの確保を実現する。なお、府内共同の取組により導入している市町村基幹業務支援システ
ムは、標準化対応後も引き続き共同化の枠組を維持することにより、コスト削減や業務の効率化
を図る。
　　１）標準準拠システムへの移行
　　　　・市町村基幹業務支援システム（福祉系）
　　　　・障害者福祉システム
　　２）標準準拠システムへの移行準備（データ移行テスト）
　　　　・健康管理システム
　　３）関連システムの標準化対応
　　　　・団体内統合宛名システム

○事業費総額 204,462  千円

（内訳）　拡充分　62,567千円
　委託料 33,645千円
　・標準準拠ｼｽﾃﾑ移行業務(福祉系、障害者福祉)　 27,386千円
　・標準準拠ｼｽﾃﾑ移行準備業務(健康管理)　　　　　4,026千円
　・関連ｼｽﾃﾑ標準化対応業務(団体内統合宛名管理)　2,233千円
　使用料及び賃借料 25,161千円
　・ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄｸﾗｳﾄﾞ利用料　　　　　　　　　　　　 25,161千円
　負担金、補助及び交付金 3,761千円
　・京都府市町村共同開発ｼｽﾃﾑ運用費等負担金　　  3,761千円
　　(うちｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄｸﾗｳﾄﾞ接続環境運用分)

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ基盤改革支援補助金・
10/10

48,146 48,146

社会保障・税番号制度ｼｽﾃﾑ
整備費補助金(企画財政課)・
10/10

4,129 0

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 152,187 14,421

計 204,462 62,567

・標準化対象システムの移行時期
　R7年度　市町村基幹業務支援ｼｽﾃﾑ(福祉系)、障害者福祉ｼｽﾃﾑ、戸籍・戸籍附票ｼｽﾃﾑ(住民課)
　R8年度　市町村基幹業務支援ｼｽﾃﾑ(住記・税系)、健康管理ｼｽﾃﾑ
・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ基盤改革支援補助金は本事業分のほか、戸籍・戸籍附票ｼｽﾃﾑ分10,054千円がある。
・社会保障・税番号制度ｼｽﾃﾑ整備費補助金は、自治体中間ｻｰﾊﾞﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの更新分である。

総合計画上
の位置づけ

国庫支出金

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

 公会堂等新増改築補助事業〔自治会インターネット環境整備費補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 １　自治会活動の促進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 自治振興費

　令和７度　～　

　地域住民のコミュニティ活動の拠点となる公会堂等の新増改築や修繕を支援するた
め、その費用に対して補助を行う。
【補助内容】
　・公会堂等新増改築補助（補助率　3/4以内）
　　　限度額　新築　1,000万円、
　　　　　　　増改築　500万円（概ね30万円以上のもの。下水道接続・空調設備更
　　　　　　　新は除く）
　・（Ｒ７～）インターネット環境整備費補助（補助率　9/10）
　　　限度額　10万円

　自治会の公会堂等におけるＩＣＴツール活用に向けたインターネット環境やＷｉ－Ｆ
ｉ環境整備に係る費用を助成する。

対象事業　①インターネット環境構築に係る初期費用、②Ｗｉ－Ｆｉ環境（無線ＬＡ
　　　　　　Ｎ）構築に係る初期費用
　　　＊　初期費用としての工事費・機器購入費を対象とする。インターネット回線
　　　　の通信費用は除く。

補助額等　①補助額　上限10万円、②補助率　対象経費の9/10

○事業費総額 1,500  千円

（内訳）　拡充分　500千円
　・インターネット環境整備費補助　500千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,500 500

計 1,500 500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

定額減税不足額給付金支給事業

新規 拡充 統合 その他

　税務課

計　画 位置づけしていない

一般会計

総務費 徴税費 税務総務費

　令和７年度 

　主に、令和６年分所得税および定額減税の実績額等が確定した後、令和６年度に実施
した当初調整給付金に不足のあることが判明した者に、追加でその不足額を支給する。

　当初調整給付支給対象者においては、不足額給付時における調整給付所要額（令和６
年分申告所得を基にした計算額）と当初調整給付時における調整給付所要額(令和５年
分申告所得を基にした推計額）との間で不足額が発生する場合は、その不足額を支給す
る。
　また、本人及び扶養親族等として定額減税対象外であり、かつ低所得世帯向け給付の
世帯主・世帯員にも該当しなかった者については、申請により原則４万円（令和６年１
月１日時点で国外居住者であった場合には３万円）を支給する。

○事業費総額 37,507  千円

（内訳）
　・消耗品費（コピー用紙等）　　　　 17千円（需用費）
　・印刷製本費（封筒印刷）　　　　　 94千円（需用費）
　・郵送料　　　　　　　　　　　　　369千円（役務費）　
　・公金取扱手数料（振込手数料等）　301千円（役務費）
　・その他委託料（パンチ委託料）　　426千円（委託料）
　・定額減税不足額給付金         　36,300千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金(給付金・定
額減税一体支援枠)(税務課)・
10/10

37,507 37,507

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源

計 37,507 37,507

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

賦課徴収一般事務費〔入湯税の徴収〕

新規 拡充 統合 その他

　税務課

計　画 位置づけしていない

一般会計

総務費 徴税費 賦課徴収費

　令和７年度　～

　本年３月にオープンするホテルの大浴場が、鉱泉浴場に該当し、地方税法に定める入
湯税の対象となるため、これを賦課し、徴収する。
　入湯税は、入湯施設の利用と市町村の行政サービスとの関連に着目し、鉱泉浴場所在
の市町村が課する目的税である。その使途は、①環境衛生施設の整備、②消防施設その
他消防活動に必要な施設の整備、③観光の振興（観光施設の整備を含む）に要する費用
に充てることとなっている。

　鉱泉浴場の入湯客に、入湯税として１人１日150円を課税する。入湯税は毎月、入湯
した人数分を鉱泉浴場の経営者から翌月に徴収する。なお、適正な賦課・徴収を図るた
め、経営者に対して帳簿の確認や実地調査を行う。

○事業費総額 3  千円

（内訳）
　・消耗品費　3千円（需用費）

　※参考（令和７年度当初予算計上）
　　歳入　入湯税　　　　　　　　7,297千円
　　歳出　入湯税管理基金積立金　7,297千円
　　　　　　基金の使途　①環境衛生施設の整備
　　　　　　　　　　　　②消防施設その他消防活動に必要な施設の整備
　　　　　　　　　　　　③観光の振興（観光施設の整備を含む）
　　　＜基金積立金は、総務費/総務管理費/財政管理費/財政管理一般事務費で計上＞

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3 3

計 3 3

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的
 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

戸籍関係証明交付事務〔戸籍情報システム改修（氏名の振り仮名対応）、戸
籍情報システム標準化対応〕

新規 拡充 統合 その他

　住民課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 ２　情報社会への対応 位置づけしていない

一般会計

総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

　振り仮名対応　令和５年度～、標準化・共通化　令和６年度～

　戸籍情報システムについて、常時安定的な運用とシステム運用における負担軽減を図
るなど適切に運用し、戸籍事務と戸籍関係証明発行の効率化を図る。

①戸籍情報システム改修（氏名の振り仮名対応）
　戸籍法の一部改正による戸籍への氏名の振り仮名記載を行う、市区町村長は、仮の振
り仮名に基づき速やかに戸籍に氏名の振り仮名の記録を行う。
　令和７年度は、振り仮名の市町村記録に対応するためのシステム改修を行う。また、
本籍人への仮の振り仮名通知を作成し発送する。（令和６年度12月補正において繰越明
許費計上済み）

②戸籍情報システム標準化・共通化
　「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づき、標準化の対象となる
戸籍事務について、標準化のための基準に適合したシステム（標準準拠システム）の利
用が義務づけられている。令和７年度は、標準準拠システムへの移行を行う。

○事業費総額 11,670  千円

（内訳）
　①戸籍情報システム改修（氏名の振り仮名対応）
　・戸籍情報システム改修（振り仮名対応） 　985千円（委託料）
　・振り仮名の法改正に伴う通知書再作成業務 614千円（委託料）
　・振り仮名の法改正に伴う通知書再発送料　　17千円（役務費）
　②戸籍情報システム標準化・共通化
　・戸籍情報システム改修（標準化対応）　10,054千円（委託料）

　※参考
　・振り仮名の法改正に伴う通知書作成業務　2,002千円（令和６年度繰越明許費）
　・振り仮名の法改正に伴う通知書発送料　　　765千円（令和６年度繰越明許費）
　　（財源 社会保障・税番号制度システム整備費補助金(住民課) 2,767千円）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

社会保障・税番号制度システム
整備費補助金（住民課）・10/10

984 984

デジタル基盤改革支援補助
金・10/10

10,054 10,054

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 632 632

計 11,670 11,670

総合計画上
の位置づけ

国庫支出金

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

コンビニ交付サービス事業〔庁内設置機器更新〕

新規 拡充 統合 その他

　住民課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

　令和７年度

　マイナンバーカードを所持している住民が、休日などの閉庁時も全国のコンビニエン
スストア等で住民票の写しなどの各種証明書を取得できる環境を維持する。

　令和７年度は、庁内設置機器を更新する。

○事業費総額 2,060  千円

（内訳）
　・庁内設置機器更新　2,060千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,060 2,060

計 2,060 2,060

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

火葬料補助事業〔火葬料補助金拡充〕

新規 拡充 統合 その他

　住民課

第２章 第８節　自然・環境保全

計　画 ３　環境衛生の確保 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

　令和７年度　～

　公衆衛生を保持し住民が良好な環境で生活を営めるよう、火葬を行った者に対し、そ
の費用の一部として補助金を交付することにより公共の福祉に資することを目的とす
る。

　申請者が支払った火葬場が設置されている市町村の地元住民が負担するべき火葬料を
差し引いて得た額の10分の７を補助する。
　令和７年度からは、補助金の上限額を42,000円から50,000円に拡充する。

○事業費総額 10,500  千円

（内訳）　拡充分　1,680千円
　・火葬料補助金　10,500千円（50千円×210件）

　※参考
　　拡充前　　　 8,820千円（42千円×210件）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 10,500 1,680

計 10,500 1,680

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

家庭ごみ収集事業〔プラスチック資源の一括回収関連〕

新規 拡充 統合 その他

　住民課

第２章 第９節　循環型社会

計　画 ２　廃棄物の発生抑制と資源化の推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 清掃費 塵芥処理費

　令和７年度　～　

　プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック資源循環促進法）
が令和４年４月に施行されたことに伴い、令和８年４月から、城南衛生管理組合管内の
３市３町において従来のプラマーク製品とこれまで不燃ごみとして排出されていたプラ
スチック製品を資源物として一括回収し、廃棄物の抑制及び資源循環の促進を図る。

　令和７年度は、令和８年４月からの一括回収開始に向けて住民周知を行うため、ごみ
ステーションの看板に貼付するシールの作成や住民啓発チラシの作成・配布等を行う。
また、外国人住民への周知のために外国語に翻訳したチラシを作成する。

○事業費総額 661  千円

（内訳）
　・看板用シール　　160千円（需用費）
　・住民啓発チラシ　133千円（需用費）
　・筆耕翻訳料　　　335千円（委託料）
　・広報等配布　　　 33千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 661 661

計 661 661

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

子育て支援推進事業〔地域子育てシンポジウム、子育て応援住宅総合支援事
業〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 １　総合的な子育て支援の推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

　シンポジウム　令和７年度、子育て応援住宅総合支援事業　令和７年度～

　安心して子育てができる環境づくりや支援を行うため、子育て支援に関する総合的な
推進を行う。
　令和５年度から３年間の事業として開始した「絆の再構築　地域で子育て！」推進事
業最後の締めくくりとして、グランハットでシンポジウムを実施し、今後の取組につな
げていく。
　また、子育て世帯の経済的負担の軽減のため、従来からあった「子育て応援住宅総合
支援事業」の対象を拡大する。

①地域子育てシンポジウム
　・子ども向けイベント
　・講演会・シンポジウム

②子育て応援住宅総合支援事業
　多子世帯、三世代近居又は三世代同居目的の住宅リフォーム補助の対象を拡充し、１
子以上の子育て世帯に対して住宅リフォーム補助を行う。
　対象世帯　18歳未満の子どものいる世帯（年収750万円未満を所得に換算）
　対象経費　子どもの見守り等に係る負担軽減に資するリフォームや子どもの人数に
　　　　　　起因したリフォーム
　補助上限額　１子10万円、２子20万円、３子以上30万円
　　　　　　　三世代同居・近居の場合は、５万円を加算

○事業費総額 3,650  千円

（内訳）
　　①施策事業委託料（シンポジウム）　　　3,000千円（委託料）
　　②子育て応援住宅総合支援事業費補助金　  650千円（負担金、補助及び交付金）
　　　　１子　100千円×１件
　　　　２子　200千円×１件
　　　　３子　300千円×１件
　　　　(加算)三世代同居・近居　50千円×１件

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

子育てにやさしいまちづくり推
進交付金・2/3

2,000 2,000

結婚・子育て応援住宅総合支
援事業費補助金・1/2

325 325

起　　　債
その他特財
一般財源 1,325 1,325

計 3,650 3,650

総合計画上
の位置づけ

府支出金

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

みまきっこまんなか応援まちづくり事業〔基本計画策定、整備、推進団体補助〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 １　総合的な子育て支援の推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

　令和６年度～

　こどもをまんなかとし、地域ぐるみで子育てを行い、こどもでつながるまちとなるこ
とを目指し、まず「御牧校区」を強化エリアとし、実施する。

　「みまきっこまんなか応援まちづくり計画」をもとに令和７年度から令和９年度にか
けて、活動の拠点となる「みまきっこまんなか応援村」を整備する。
　拠点規模や場所については地域住民と対話をしながら検討していく。
　令和７年度は、基本計画の策定及び拠点施設の設計を行う。また、本格活動の準備と
してトライアルイベント（かわまち連携イベント等）を実施し、本事業の周知及び地域
で子育てをする地盤づくりを行う。

○事業費総額 21,107  千円

（内訳）
　・検討委員会費用　　　　　　　537千円（報酬、報償費、旅費）
　・トライアルイベント消耗品　　200千円（需用費）
　・基本計画策定業務　　　　　8,690千円（委託料）
　・設計業務　　　　　　　　　3,799千円（委託料）
　・トライアルイベント業務　　4,881千円（委託料）
　・みまきっこまんなか応援
　　まちづくり推進団体補助　　3,000千円（負担金、補助及び交付金）

　※参考
　　令和８年度～令和９年度　12,690千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

府支出金
子育てにやさしいまちづくり推
進交付金・2/3

14,071 14,071

起　　　債
その他特財
一般財源 7,036 7,036

計 21,107 21,107

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

22



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

子育て支援センター事業〔地域子育て相談機関、多世代連携、マタニティ広
場〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 ３　子どもの最善の利益の確保への支援 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

令和７年度～

　子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩みを相談できる場を提供
する。
　児童福祉法の改正により設置が努力義務となった「地域子育て相談機関」の機能を子
育て支援センターに持たせ、地域に近い子育て支援の拠点としての役割を果たすため、
事業内容・体制について見直す。

・地域子育て相談機関
　従来から相談業務を実施していたが、身近な相談機関として住民への周知を強化す
る。

・多世代連携
　令和６年度からの京都文教大学との連携をさらに強化するとともに、地域の高齢者施
設との連携事業を実施する。

・マタニティひろば
　子育て支援センターとのつながりを妊婦のときからつくり、産後に通いやすい環境作
りをし、子育て家庭の孤立化を防ぐ。

○事業費総額 225  千円

（内訳）
　・マタニティ広場　　120千円（報償費）
　・イベント時消耗品　105千円（需用費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
子ども子育て支援交付金・
1/3

75 75

府支出金
子ども子育て支援交付金・
1/3

75 75

起　　　債
その他特財
一般財源 75 75

計 225 225

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

妊産婦支援事業〔妊婦のための支援給付〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 予防費

令和７年度～

　妊娠期からの切れ目ない支援を行うため、妊婦・その配偶者等に対して面談等により
情報提供や相談等を行う「妊婦等包括相談支援事業」と効果的に組み合わせて、妊婦等
の身体的、精神的ケア及び経済的支援を実施する。

　妊娠期からの切れ目ない支援として、「妊婦のための支援給付」を行う。

　・支給対象者
　　　町内に住所を有する妊婦
　・支給額
　　　５万円＋生まれた子どもの人数×５万円
　・支給方法
　　　現金支給

○事業費総額 10,000  千円

（内訳）
　・妊婦支援給付金　10,000千円（負担金、補助及び交付金）
　　　　妊娠　50千円×100件
　　　　出生　50千円×100件

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
妊婦のための支援給付交付
金 ・10/10

10,000 10,000

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源

計 10,000 10,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

手話等意思疎通支援事業〔手話研修会講師派遣〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第４節　障害者福祉

計　画 １　障害者福祉サービスの充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

　令和７年度　～

　あたたかい手の言葉でつながる心久御山町手話言語条例を平成30年12月に制定。
令和元年７月に設置された手話施策推進会議で検討を重ねながら、手話に関する普及啓
発を推進している。令和３年に障害者差別解消法が改正され、事業者による障害のある
人への合理的配慮の提供が義務化された。町としても、町内事業所に対して合理的配慮
の周知が必要であることから、研修会と簡単な手話教室を併せて行い、啓発に努めた
い。

　町内にある福祉事業所、病院、企業等の希望する事業所に対して、手話研修会を実施
する。手話研修会の内容としては、事業者による障害のある人への合理的配慮の提供の
義務化の啓発と、簡単な手話研修を併せた形での実施を予定している。手話研修会のチ
ラシを作成し、町内事業所に手話研修会の周知を行う。

○事業費総額 5,767  千円

（内訳）　拡充分　42千円
　・会計年度任用職員〔補助〕　　　　3,040千円（報酬）
　・職員手当等　　　　　　　　　 　　 904千円（職員手当等）
　・手話施策に関する会議謝礼　 　　　　83千円（報償費）
　・講師謝礼　　　　　　　　　　　　1,104千円（報償費）※拡充分 42千円
　・会議交通費、通勤手当等 　  　　　 120千円（旅費）
　・手話テキスト代等　　　　　　　　　115千円（需用費）
　・タブレット端末通信料、保険料　　 　28千円（役務費）
　・要約筆記・手話通訳派遣料等　　　　367千円（委託料）
　・全国手話研修センター　
　　手話奉仕員養成担当講師
　　ブロック研修会受講料　　　　　　　　6千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 5,767 42

計 5,767 42

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

地域福祉計画推進事業〔地域福祉計画・地域福祉活動計画策定（２年目）〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第５節　地域福祉

計　画 １　地域福祉の計画的な推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

　令和６年度　～　令和７年度

　少子・高齢化や価値観の多様化を背景として、地域住民相互のつながりや助け合いの
希薄化が進むなか、住民、行政、社協、関係団体が協働して、誰もが安心していきいき
暮らせるまちを実現するため、将来の目標を設定したうえで、具体的に取組むべき施策
を明らかにする「久御山町第４期地域福祉計画・第５期地域福祉活動計画」を策定す
る。

　本計画は地域福祉の姿や目標を設定したうえで、具体的に取組むべき施策を明らかに
するため、地域福祉計画と地域福祉活動計画を一体とした計画として策定する。
　策定期間２年目となる令和７年度は、令和６年度に実施したアンケート調査等の結果
を踏まえて、各種福祉関連団体の代表等による「久御山町地域福祉計画・地域福祉活動
計画策定委員会」を開催し、内容についての審議を行う。

○事業費総額 3,155  千円

（内訳）
　・報償費　　　　　　　　　　605千円
　・需用費　　　　　　　　　　　9千円
　・委託料（計画策定業務）　2,541千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,155 3,155

計 3,155 3,155

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

社会福祉総務一般事務費〔障害者福祉システム改修（就労選択支援サービス
対応）〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第４節　障害者福祉

計　画 １　障害者福祉サービスの充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

　令和７年度　～

　障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメント
の手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援する「就労選択
支援」が障害者福祉サービスとして新たに創設され、令和７年10月から施行されること
から、利用申請や運用管理のため、システム改修を行う。

　新たに創設される障害福祉サービスの「就労選択支援」に対応するために、障害者福
祉システムを改修する。

○事業費総額 1,650  千円

（内訳）
　・障害者福祉システム改修業務　1,650千円（委託料）※新規分 990千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
障害者総合支援事業費補助
金・1/2

330 0

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,320 990

計 1,650 990

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

認知機能早期対策事業〔健幸・脳活　いきいきわくわくプログラム（仮）〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 老人福祉費

　令和７年度　～

　高齢社会対策大綱に掲げる「技術革新の成果が可能にする新しい高齢社会対策を志
向」するとともに「生涯にわたる健康づくり」を実現させるため、住民を対象として、
健康増進アプリの利用を通じて健康習慣への行動変容を促し、脳の健康度（ＢＨＱ）の
維持・向上につなげていく。また、本プログラムを実施することにより、普段感じない
「いきいきわくわく」感を通じて、楽しみながら認知症予防に取り組んでいただくこと
を目指す。

　既存の事業内容であるBHQの講演会の実施や「脳にいいアプリ」を活用し、それに加
えて、年間を通して、高齢者から認知症予防に関心のある住民が誰でも参加できる運動
や脳活プログラム、エンターテイメント性のある講演会を実施する。

○事業費総額 655  千円

（内訳）　新規分　200千円
　・健幸・脳活いきいきわくわくプログラム講師謝礼　200千円（報償費）※新規分
　・その他講師謝礼　　　　　　　　　　　 　 　　　400千円（報償費）
　・チラシ印刷代等　　　　　　　　　　　　　　　 　25千円（需用費）
　・BHQ測定器配送料　　　　　　　　　 　　　　　　 30千円（役務費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 655 200

計 655 200

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

健康教育相談事業〔健康教室予防啓発動画作成〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 予防費

　令和７年度　～　

　仕事やライフイベントなどの刺激によって生じるストレスや更年期の心身の変化に注
意が必要な現役世代の方は、日々多忙であることから町主催の健康教室などのイベント
に参加していただきにくい状況にある。そのような方に対して、生活習慣病予防に効果
的な運動習慣を身につけていただくための動画を作成し、インターネット上で配信する
ことによって、住民の運動習慣の定着を図る。

　いつでもどこでも好きなときに手軽に生活習慣病予防に効果のある運動ができるよ
う、町の健康教室（運動編）の内容を動画にし、インターネット上で配信する。
　令和７年度は、「歩く」をテーマに姿勢改善や歩き方に関する複数の動画を作成し、
年間３回程度配信する。動画については、住民向けに広報紙やホームページ、公式LINE
などでより多くの方に利用していただけるよう働きかける。

○事業費総額 83  千円

（内訳）
　・健康教室予防啓発動画作成（運動指導）　83千円（報償費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 83 83

計 83 83

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

健康づくり推進事業〔食育推進会議、食育啓発イベント開催〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進費

　令和７年度　～　

　住民の健康づくりに対する意識向上、健康増進を図るため、食育に関する総合的な推
進を行う。
　食育に関するシンポジウム等を開催し、くみやま野菜の周知や食への理解を深め、心
身の健康増進につなげる。

　令和６年度に制定した「野菜のまち」久御山町食育推進条例の基本理念に則り、食育
を推進するために、シンポジウム等の開催やくみやま野菜を利用した料理のＰＲを通し
て食育を推進する。
　また、学識経験者、食生活改善推進員、農業関係者、教育関係者等で構成する食育推
進会議を開催し、食育に関する施策の検討や食育推進計画の進捗確認等を行う。

　参考
　　くみやま野菜の日・食育の日　毎月19日

○事業費総額 640  千円

（内訳）
　　・食育推進会議委員　　　　　　 66千円（報酬）
　　・シンポジウム講師謝礼　　　　 50千円（報償費）
　　・食育推進会議委員費用弁償　　  4千円（旅費）
　　・食育の日啓発関連諸費　　　　122千円（需用費）
　　・食育の日啓発用備品借上料　　150千円（使用料及び賃借料）
　　・食育の日啓発用備品　　　　　248千円（備品購入費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

府支出金
子育てにやさしいまちづくり推
進交付金・2/3

379 379

起　　　債
その他特財
一般財源 261 261

計 640 640

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

温暖化防止活動事業〔環境政策プロモーション事業、環境の日イベント運営委
託等〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第２章 第９節　循環型社会

計　画 １　環境に配慮した暮らしの促進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

　令和５年度　～　令和７年度

　本町における環境政策の基本理念、方針を定める久御山町環境基本条例をベースに策定した環
境政策のマスタープランとなる久御山町環境基本計画に基づき、環境保全に係る各分野での施策
の実施や地球温暖化に対する温室効果ガスの総量削減目標の達成、カーボンマネジメント体制の
構築に向けた施策を推進する。
　実施施策の推進にあたっては、住民・事業者・行政の三者が協働で施策に取り組み、本町にお
ける脱炭素社会の構築及び地域共生社会の実現を目指して環境意識の醸成を図る。
　また、久御山町環境基本条例に定める「久御山町環境の日（６月５日）」にあわせて、環境に
関するシンポジウムやイベントを開催することにより、久御山町環境基本条例に定める理念や方
針を広く啓発し、環境意識の醸成を図るとともに、環境に対する主体的な取組を促す。

①環境政策プロモーション事業委託
　環境施策に関するブランディング・プロモーションとして、町内事業者・農業者を対
象とした環境セミナーの開催や地元住民団体と協働で進める環境啓発イベントの実施、
町内ＮＰＯ団体と協働で取り組むコンポストバッグを活用した連携事業の実施、小学校
を対象とした環境学習の実施等を行う。

②環境の日イベント運営委託等
　環境の日のイベントとして、日本で唯一の環境パフォーマー（環境省認定）による
ECO実験パフォーマンスやサイエンスマジック、ジャグリングなどの要素を取り入れな
がら水と環境の実験、地球環境へのメッセージを込めた知的体験型パフォーマンスを実
施することで幅広い世代が楽しんで環境を学ぶイベントとする。
　また、当該イベントにおいてフードロスの視点から食育推進を図るため、参加者に野
菜苗を配布する。

○事業費総額 8,106  千円

（内訳）
　①環境政策プロモーション事業委託
　　・環境政策ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ事業委託　5,984千円（委託料）

　②環境の日イベント運営委託等
　　・イベント啓発品　　　　　　　 44千円（需用費）
　　・チラシ印刷作成　　　　　　　220千円（需用費）
　　・イベント運営委託　　　　　1,780千円（委託料）
　　・チラシ配布　　　  　 　　　　78千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
地方創生推進交付金(産業・
環境政策課)・1/2

2,992 2,992

府支出金
起　　　債

ふるさと応援基金繰入金(環
境衛生費分)

2,992 2,992

環境保全促進助成事業助成
金・上限2,000千円

2,000 2,000

一般財源 122 122
計 8,106 8,106

総合計画上
の位置づけ

その他特財

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

危険木伐採等支援事業〔危険木伐採等支援事業補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

計　画 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業総務費

　令和７年度　～　

　神社、仏閣などの歴史的遺産と一体となって、地域で大切に守られてきた社寺の森を
今後も永続的に守るため、地域住民や保全団体が行う危険木の伐採等に対して支援す
る。
　同様の事業として京都府が「京の森林文化を守り育てる支援事業」を実施している
が、府事業の要件に満たない危険木の伐採等を対象として町が支援する。

　地域の自治活動により保全されている社寺の森の区域内において、倒木している、ま
たはその恐れがあるなど、森を利用する住民に危険が及ぶ可能性がある危険木の伐採・
剪定・処分に係る費用に対して補助金を交付する。

　・補助対象
　　　地域の自治活動により社寺の森を保全している団体
　・補助額
　　　伐採等に要した経費の２分の１を助成　上限30万円
　※京都府の「京の森林文化を守り育てる支援事業」ほか、別の補助事業
　　を利用していないこと。

○事業費総額 600  千円

（内訳）
　・危険木伐採支援事業補助金　600千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

府支出金
京都府豊かな森を育てる府民
税市町村交付金

600 600

起　　　債
その他特財
一般財源

計 600 600

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

農業総務一般事務費〔野菜のまち応援クーポン事業〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

計　画 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業総務費

　令和７年度　～　

　物価高騰対策として町民の生活を支援することに併せて、「野菜のまち」食
育推進条例に基づく取組として、久御山産野菜の購入や野菜を育てる資材購入
に限定して使用できる割引クーポンを全町民に配布することで、町民の生活応
援、地域経済、地域農業の活性化を図ることを目的とする。

　久御山産野菜の購入や野菜を育てる資材購入に限定して使用できる割引クー
ポンを全町民に配布する。
　住民１人あたり　100円券×15枚＝1,500円
　（半額助成とするため、200円のお買い物ごとに100円券1枚を使用することが
できる。）

○事業費総額 27,200  千円

（内訳）
　・クーポン券印刷代等　 1,400千円（需用費）
　・郵送代等　　　　　　 2,350千円（役務費）
　・クーポン発送業務委託   200千円（委託料）
　・クーポン補助金　　　23,250千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金(産業・環境
政策課)・10/10

23,230 23,230

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,970 3,970

計 27,200 27,200

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

久御山町農業振興施策対策事業〔高温対策営農支援事業補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ２　営農組織と担い手の育成 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　令和７年度　～　

　近年、記録的な猛暑の影響が原因で、水稲や野菜等農産物の生育不良、収量の減少や
品質低下等が発生しており、本町においても多大な影響を及ぼしていることから、農業
者の高温対策機器等の導入や高温対策資材を取り入れた取り組みに対して支援を行うこ
とにより、農業経営の継続・発展を図る。

　高温対策機器・資材の導入に取り組む団体（農業協同組合、生産組合、農家組合等）
に対して補助金を交付する。

　・補助対象機器・資材
　　　細霧冷房、水源の整備（井戸）、草勢回復肥料、かん水チューブ、スプリンク
　　　ラー、空調服等
　・補助額）
　　　導入経費の20％を助成　補助額上限30千円
　　　※収入保険加入者は25％　補助額上限37.5千円

○事業費総額 1,875  千円

（内訳）
　・高温対策営農支援事業補助金　1,875千円（負担金、補助及び交付金）
　　　水稲　　　　　　　30千円×25人＝750千円
　　　野菜等　　　　　　30千円×25人＝750千円　　　　　
　　　収入保険加入者　37.5千円×10人＝375千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,875 1,875

計 1,875 1,875

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

まちの駅施設運営・維持管理事業〔パーゴラ設置工事、テーブル・椅子等購入）〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第５節　産業・交流プロモート

計　画 ４　交流による地域の活性化の推進 位置づけしていない

一般会計

商工費 商工費 商工振興費

　令和７年度

　本町の案内・休憩及び産業の情報発信拠点施設として設置し、様々な事業を実施して
きたまちの駅クロスピアくみやまについて、令和６年度から府内道の駅等との広域連携
を実施し、施設の機能強化を図っている。施設に来館しやすい雰囲気づくりに努め、利
用者のさらなる利便性の向上を図る。

　施設北側の出入口に木製のパーゴラを設置するとともに、観葉植物やテーブル、椅
子、立て看板などを配置することにより、来館しやすい施設、立ち寄りたい施設を演出
する。

　※パーゴラ･･･イタリア語でぶどう棚のことを意味する。ベンチや屋外卓などの
　　　　　　　　休養施設の上部に設置される修景施設。柱と桁で作られた高さ
　　　　　　　　のある棚状の構造物。

○事業費総額 2,000  千円

（内訳）
　・パーゴラ設置工事　1,500千円
　・テーブル等備品　 　 500千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
地方創生推進交付金(産業・
環境政策課)・1/2

1,000 1,000

府支出金
起　　　債
その他特財 森林環境保全基金繰入金 1,000 1,000
一般財源

計 2,000 2,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

「ものづくりの苗処」事業〔ホテル立地促進助成金、第３期産業振興計画策定
に係るアンケート調査〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第２節　工業

計　画 １　ものづくり企業の振興 位置づけしていない

一般会計

商工費 商工費 商工振興費

　令和７年度　～　令和10年度

　京都府南部地域の観光への拠点として、また、町内事業者の設備メンテナンス等に
よって来町するメンテナンス技術者が宿泊する施設として、南大内地区への誘致を進め
てきた。
　隣接の大型商業施設やまちの駅クロスピアくみやまとの相乗効果により、同地区の賑
わい創出につなげる。

①ホテル立地促進助成金
　京都府南部地域の観光への拠点として、また、町内事業者の設備メンテナンス等によって来町
するメンテナンス技術者が宿泊する施設として、南大内地区への誘致を進めてきた。隣接の大型
商業施設やまちの駅クロスピアくみやまとの相乗効果により、同地区の賑わい創出につなげる。
　[助成内容]
　・立地助成金（令和８～10年度）
　　　固定資産税及び都市計画税の合計額に、第１年度は100分の75、第２年度は
　　　100分の50、第３年度は100分の25を乗じて得た額。３年度間の合計上限額
　　　は2,000万円。
　・上水道助成金（令和７～９年度）
　　　水道料金（基本料金を含む）に対する３年間助成。年額の助成上限額は600
　　　万円で、３年度間の合計上限額は1,800万円。

②第３期産業振興計画策定に係るアンケート調査
　第３期産業振興計画を更新するにあたり町内の事業者や農業者に対してアンケート調査を実施
する。

○事業費総額 7,600  千円

（内訳）
　①負担金、補助及び交付金
　　・上水道助成金　6,000千円
　　※参考（債務負担行為）
　　　・令和８年度～令和10年度　立地助成金　　20,000千円
　　　・令和８年度～令和９年度　上水道助成金　12,000千円

　②委託料
　　・アンケート調査業務　1,600千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 7,600 7,600

計 7,600 7,600

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的
 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

産業売込み隊事業〔久御山町産業売込み隊事業補助金（まちの駅クロスピア
くみやまオープン15周年記念・広域連携イベント、久御山町「黄金の茶室」大
阪・関西万博出展、FACT-LINK）〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第５節　産業・交流プロモート

計　画 ３　町内産業プロモーションの推進 位置づけしていない

一般会計

商工費 商工費 商工振興費

　令和７年度

　町の産業を広く町内外にＰＲするため、町、商工会、ＪＡ京都やましろ久御山町支
店、農産物直売所運営協議会、久御山ものづくりＣ－ＡＭＰによって構成された「産業
売込み隊」を支援することにより、本町産業の活性化を図る。

①まちの駅クロスピアくみやまオープン15周年記念・広域連携イベント
　春と秋に15周年記念・広域連携イベントを実施する。
　「食の京都」事業に取り組む「道の駅」等と相互協力し広域連携することにより、
　各々の施設の誘客増と販売力の強化、町内産業の活性化につなげる。

②久御山町「黄金の茶室」大阪・関西万博出展
　「ものづくりのまち」久御山の企業が連携し技術力を結集して製作した「久御山町
　「黄金の茶室」」を大阪・関西万博に展示し、ものづくり技術の啓発を行うととも
　に、京都府南部の玄関口である久御山町に興味を持ってもらい、府域への誘客のき
　っかけとなるようPRする。
　また、会場では久御山町産の抹茶を使用した呈茶を実施する。

③FACT-LINK
　地域住民に町内企業を知っていただく機会を創出するとともに、町の魅力をPRし、よ
　りよい地域コミュニティの醸成や地域活性化を図るため、オープンファクトリーイベ
　ント「FACT-LINK」を実施する。
　　事前申込方式による町内企業の見学・体験イベント

○事業費総額 5,800  千円

（内訳）
　・久御山町産業売込み隊事業補助金　5,800千円

　　　　　　　　　　　　　　拡充分　4,700千円
　　　①15周年記念イベント費用　　　3,000千円
　　　②黄金の茶室移設費用等　　　　1,600千円
　　　③イベント実施費用　　　 　　　 100千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
地方創生推進交付金(産業・
環境政策課)・1/2

1,475 1,475

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,325 3,225

計 5,800 4,700

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

道路橋梁維持管理事業〔区画線維持修繕工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

　令和７年度　～　

　町道の区画線については、薄くなってきている部分の引き直しを維持修繕工事として
実施しているが、新たな道路の整備や交通量の増加等により、修繕の必要箇所が増加傾
向であるため、事業の拡充を図り、町道の機能維持及び交通安全の確保に努める。

　令和７年度は市田・島田線及び西一口・島田２号線の一定区間において区画線維持修
繕工事を実施する。　

○事業費総額 5,000  千円

（内訳）

　・区画線維持修繕工事　5,000千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 5,000 5,000

計 5,000 5,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

橋梁長寿命化事業〔東一口橋補修工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

　令和７年度　～　

　町が管理する橋梁について、計画的に点検、維持補修を行い、長寿命化を図る。
　橋梁長寿命化修繕計画により、橋の修繕工事を行う。

　令和７年度は、東一口橋補修工事を実施する。

○事業費総額 22,500  千円

（内訳）

　・東一口橋補修工事　22,500千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
道路更新防災等対策事業費
補助金・55%

12,375 12,375

府支出金
起　　　債
その他特財 公共施設建設基金繰入金 10,100 10,100
一般財源 25 25

計 22,500 22,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

道路橋梁新設改良整備事業〔電々グランド線道路整備測量設計業務、田井・
市田線歩道整備工事、京都やましろ茶いくるライン整備工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

　令和７年度　～　

　道路の安全かつ円滑な交通を確保するため、道路・橋梁の新設・改良を行う。

　令和７年度は、電々グランド線道路整備測量設計業務、田井・市田線歩道整備工事、
京都やましろ茶いくるライン整備工事を実施する。

○事業費総額 46,854  千円

（内訳）
　・電々グランド線道路整備測量設計業務　 5,200千円
　・田井・市田線歩道整備工事　　　　　　36,300千円
　・京都やましろ茶いくるライン整備工事　 5,354千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
社会資本整備総合交付金(建
設課)・40%・45%

4,489 4,489

府支出金
起　　　債

日本中央競馬会事業所周辺
環境整備事業寄附金・50%

18,150 18,150

公共施設建設基金繰入金 18,100 18,100
一般財源 6,115 6,115

計 46,854 46,854

総合計画上
の位置づけ

その他特財

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

宇治川高台整備促進事業〔かわまちづくり計画策定〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 １　治水対策の促進 位置づけしていない

一般会計

土木費 河川費 河川総務費

　令和７年度　～　令和８年度

　宇治川左岸西一口地域において、防災機能と地域の新たなにぎわいの創出につなげる
機能を持つ拠点として活用するため、令和６年度に策定のかわまちづくり構想を基に、
令和７、８年度の２箇年で『かわまちづくり計画』を策定する。

　令和７年度の主な取組概要

　・MIZUBEステーション整備に向けた「かわまちづくり計画」策定等支援業務
　　　「かわまちづくり計画」の策定支援
　　　かわまちづくり協議会の運営支援
　　　サウンディング調査や公民連携事業の条件等の整理
　　　検証実験の実施支援  等

○事業費総額 16,526  千円

（内訳）

　・「かわまちづくり計画」策定支援業務　16,526千円　

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
地方創生推進交付金(建設
課)・1/2

8,262 8,262

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 8,264 8,264

計 16,526 16,526

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

都市計画推進事業（建設課）〔久御山町都市計画マスタープラン改訂〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第１節　計画的土地利用

計　画 １　計画的な土地利用の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 都市計画総務費

　令和７年度　～　令和８年度

　総合計画の改訂に合わせて、まちづくりの具体的なビジョンである「都市計画マス
タープラン」を改訂し、町全域で持続可能な都市構造を目指す居住機能や医療・福祉・
商業、公共交通等、まちづくりの方針をとりまとめる。

　令和７年度の主な取組概要

　・久御山町都市計画マスタープラン改訂１年目（現状整理、全体構想検討）

○事業費総額 14,350  千円

（内訳）
　・都市計画マスタープラン改訂業務１年目　　14,350千円

　※参考
　　令和８年度　11,825千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
コンパクトシティ形成支援事
業補助金・50%

4,706 4,706

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,644 9,644

計 14,350 14,350

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

公園維持管理事業〔防犯カメラ設置〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第４節　公園・緑地

計　画 １　公園・緑地の整備 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 公園費

　令和６年度　～

　公園利用者の安全確保と公園における犯罪防止を目的として、防犯カメラを設置す
る。

　令和６年度に続き都市公園（森ふれあい公園、北川顔北公園）に防犯カメラを設置す
る。

○事業費総額 1,239  千円

（内訳）
　・防犯カメラ設置　1,239千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,239 1,239

計 1,239 1,239

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

中央公園拡充整備事業

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第４節　公園・緑地

計　画 １　公園・緑地の整備 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 公園費

　令和７年度　～　

　町の中心的な公園として機能充実を図り、人と人がつながる公園づくりを進める。
　まちのにわ構想推進のため、地域主体によるイベント開催支援を行うとともに、リ
ニューアルに係る設計・整備工事を実施する。

　令和７年度の主な取組概要

　・久御山中央公園整備運営事業者開園準備業務
　・公園整備に伴う設計業務（基本設計・詳細設計）
　・荒見苑改修設計業務
　・久御山中央公園再整備事業契約協議等支援業務
　・雨水循環利用施設整備工事
　・代替施設利用料等補助（中央公園グラウンド代替施設対応）

○事業費総額 105,805  千円

（内訳）
　・久御山中央公園整備運営事業者開園準備業務　　18,800千円（委託料）
　　　令和８年度　22,700千円（債務負担行為）
　・公園整備に伴う設計業務　　　　　　　　    　46,060千円（委託料）
　　　令和８年度　690千円（債務負担行為）
　・荒見苑改修設計業務　　　　　　　　　　　   　6,160千円（委託料）
　・久御山中央公園再整備事業契約協議等支援業務 　1,848千円（委託料）
　・「まちのがっこう」等広報チラシ配布業務　　　　 137千円（委託料）
　・雨水循環利用施設整備工事　                  31,700千円（工事請負費）
　　　継続費　109,500千円（R6 1,400千円、R7 31,700千円、R8 76,400千円）
　・代替施設利用料等補助　　　　　　　　　　　　 1,100千円（負担金、補助及び交付金）

　※令和８年度　工事監理　8,690千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
社会資本整備総合交付金・
40%・50%

34,403 34,403

府支出金
起　　　債 中央公園拡充整備事業債 25,600 25,600
その他特財
一般財源 45,802 45,802

計 105,805 105,805

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的
 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

都市計画推進事業（新市街地整備）［みなくるタウン整備関連、土地区画整理
事業補助金、住生活基本計画策定］

新規 拡充 統合 その他

　新市街地整備課

第２章 第１節　計画的土地利用

計　画 ２　新たな市街地整備の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 都市計画総務費

　令和７年度　～

　第５次総合計画及び都市計画マスタープランに産業立地促進ゾーン及び住街区促進ゾーンとし
て位置づけられている新市街地（みなくるタウン）において、土地利用の促進を図るとともに、
環境面や安心・安全を意識したまちづくりを推進することで、持続可能な町政運営に寄与するこ
とを目的とする。
　また、地域コミュニティや定住促進による持続可能な地域の形成を図るため、町全体の住環境
整備の基盤として、令和７年度の「住生活基本計画」策定に向けて進めていく。

①みなくるタウン整備関連
　産業立地促進ゾーンについては、令和６年12月に市街化区域へ編入されたところであり、土地利用の促進
に向けて、今後とも事業推進を図る上でも、第１期整備地区、第２期整備地区において、令和７年度中の本
組合設立に向けて事業を進める。また、住街区促進ゾーンについては、市街化調整区域において地区計画を
策定し、令和７年度中の土地区画整理準備組合の設立を目指す。さらに、みなくるタウン整備を推進するた
め、都市計画道路の整備に向け、道路整備に係る設計業務や用地買収業務を進めていく。

②土地区画整理事業費補助金
　産業立地促進ゾーンについては、令和７年度中の本組合設立を目指しており、町の重要施策として、町の
意向を反映させたまちづくりを進める上でも、過去の土地区画整理事業と同様、組合に対して補助を行う。

③住生活基本計画策定
　令和６年度は、町内の住環境の現況を把握するため、住民アンケートを実施し、課題の整理を行ったとこ
ろであり、令和７年度はそれを踏まえ、住生活における将来像などを検討した上で、現在、策定に向けて進
めている第６次総合計画との整合性を図り、本計画を策定する。

○事業費総額 336,381  千円

（内訳）
　①みなくるタウン整備関連
    ・不動産鑑定手数料　　　　 　　　　 1,081千円
　　・住街区促進ゾーン整備支援業務　　　4,609千円
　　・みなくるﾀｳﾝ推進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ委託業務　4,712千円
　　・用地買収に係る支援業務委託　　　 14,430千円
　　・道路整備に係る設計業務　　　　　 37,576千円
　　・建物調査、営業補償調査業務　　　 25,212千円
　　・用地購入、営業補償費　　 　　　 189,606千円

　②土地区画整理事業費補助金
　　・第１期整備地区、第２期整備地区　 54,346千円

　③住生活基本計画策定業務（令和６・７年度事業）
　　・策定委員会報酬等　　　　　　　　　　245千円
　　・計画策定業務　　　　　　　　　　　4,564千円
　　※参考：令和６年度　4,896千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

地方創生推進交付金(新市街
地整備課)・1/2

14,277 14,277

道路交通安全施設等整備事
業費補助金・55%

104,455 104,455

府支出金
起　　　債 新市街地整備事業債 108,200 108,200
その他特財
一般財源 109,449 109,449

計 336,381 336,381

総合計画上
の位置づけ

国庫支出金

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

消防広域化推進事業〔消防指令センター共同整備負担金〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 常備消防費

　令和６年度　～　令和８年度　

　消防力の強化と行財政運営の効率化を図るため、消防広域化を検討する。
　「京都府消防体制の整備推進計画」に基づいて、関係市町と京都府南部消防指令セン
ター共同運用の実現を図るため、共同運用実施設計業務に基づき、計画的に整備を進め
る。

　京都府南部消防指令センターの共同運用に向けて、消防指令システム等の整備を実施
する。

○事業費総額 78,653  千円

（内訳）
　・消防指令センター共同整備負担金　78,653千円

　※参考
　・令和６年度　負担金　16,836,995円
　・令和８年度　94,538千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債 消防施設整備事業債 78,600 78,600
その他特財
一般財源 53 53

計 78,653 78,653

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

46



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

非常備消防一般事務費〔消防団防火衣更新〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 非常備消防費

　令和７年度

　IS011613の基準に準拠した防火衣に更新することにより、消防団員の安全性及び災害
対応能力のさらなる向上を図り、災害等に対応する。

　消防団員の安全性及び災害対応能力の向上を図るため、消防団防火衣一式を更新す
る。

　機能向上点
　・立体裁断形状により、厳しい環境下での活動性の向上を図る。
　・反射素材を使用し、夜間の活動でも視認性を向上させ、二次災害の防止を図る。
　・インナーを透湿防水加工にし、防水機能を保ちつつ、内部の湿気を逃がし、活
　　動時の暑熱対策を図る。

○事業費総額 7,300  千円

（内訳）
　　・消防団防火衣　7,300千円（需用費）
　　（防火服コート式及び防火帽（名入り）、シコロ）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金 消防団設備整備費補助金・1/3 2,433 2,433
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,867 4,867

計 7,300 7,300

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

消防機械器具等整備事業〔指揮車購入（債務負担行為）〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 消防施設費

　令和７年度　～　令和８年度

　迅速な消防・救急活動を行うため、消防機械器具や救急活動資機材の適正な管理を行
うとともに、老朽化しつつある機械器具の更新並びに増強整備に努める。

　多様化する災害現場に対応するため、指揮車１台を購入し、消防隊、救助隊及び救急
隊を指揮・統括し、効率的に運用することで、現場活動を円滑にし、被害を最小限に食
い止め、現場で活動する隊員の安全管理や二次災害防止を図る。
　納期を十分に確保するため、令和７年度中に発注し令和８年度中に納入できるよう債
務負担行為を設定する。

○事業費総額 0  千円

（内訳）
　・令和７年度　0千円

　※参考
　・令和８年度　備品購入費　16,000千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源

計 0 0

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

こども園運営事業〔看護師配置〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第１節　就学前教育

計　画 １　就学前教育の充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 こども園費

　令和７年度～

  医療的ケア児の受入体制を整えるとともに、事故発生時の応急手当や、救急搬送への
付き添い、体調不良児の対応、保育教諭への専門知識を活かした指導、保護者からの相
談などに対応する。

　こども園における安全・安心な保育環境の向上を図るため、専門的な医療知識を持つ
看護師を配置する。

○事業費総額 4,300  千円

（内訳）
　・報酬　　　　　2,866千円
　・期末勤勉手当　　733千円
　・社会保険料　　　572千円
　・費用弁償　　　　129千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

府支出金
保育対策総合支援事業費補
助金・3/4

3,224 3,224

起　　　債
その他特財
一般財源 1,076 1,076

計 4,300 4,300

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

教育委員会事務局運営事務〔〈仮称〉こどもの未来を支える理念条例検討委
員会〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 教育総務費 事務局費

　令和７年度　～　

　全国的に子どもを取り巻く環境は大きく変化しており、貧困、いじめ、虐待、不登校
など、子どもの抱える困難は多様化・複雑化している。また、少子化や核家族化、地域
とのつながりの希薄化などの問題がより深刻化していくことが懸念されている。
　こうした現状を踏まえ、誰もが取り残されず、それぞれの夢や希望を持つことができ
るまちづくりを目指し、継続的、全庁的な施策を推進する。

　子どもの人権を尊重することを基本に、行政、保護者、地域などが社会全体で子ども
を見守り、適切かつ的確に支援を行うことができる町の関係機関を横断した体制の整備
が不可欠であることから、「〈仮称〉子どもの未来を支える理念条例」の制定に向け
て、有識者等による検討委員会を設置し、条例案を作成する。
　また、町の「こども計画」に基づき、実効性のある支援策として「〈仮称〉こどもの
未来魅力化アクションプラン」の策定に向け進める。

○事業費総額 159  千円

（内訳）
　　・こどもの未来を支える理念条例検討委員謝礼　123千円
　　・費用弁償　　　　　　　　　　　　　　　　　 36千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 159 159

計 159 159

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

小・中学校学力向上対策事業〔学力アップ事業（ゆめ☆スタＷｅｅｋｌｙ）〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ２　学力の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 小・中学校費 学校管理費

　令和元年度　～

　主体的に学習したいと考えている町内の小・中学生を対象とした学習講座を民間委託
し、基礎学力の定着及びさらなる学力の向上を図る。
　なお、小学生については６年生を対象とし、中学校入学前の３学期から学習講座を実
施することで、小学校の学習内容の復習を行い、中学校入学後の学習が円滑に行えるよ
う支援する。

　従来は定期テスト前と長期休みの期間に実施していた学習講座を、毎週水曜日開催に
することにより、継続的な学びへと変換し、学習習慣の定着を図る。
　また、講座ごとに講師が変わる従来の指導方法を見直し、毎回同じ講師が指導するこ
とにより、講師と生徒との関係性が構築され、学習の理解度の向上が期待でき、学力向
上に繋げる。

　参加料　１回300円
　（１学期13回3,900円、２学期15回4,500円、３学期９回2,700円、計37回11,100円）
　　※小学生は３学期のみ実施

○事業費総額 4,781  千円

（内訳）
　・小学校費委託料　　　　　　164千円
　・中学校費委託料　　　　　4,617千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

府支出金
子どもの教育のための総合
交付金・1/2

2,082 2,082

起　　　債
その他特財 学力アップ事業参加料 615 615
一般財源 2,084 2,084

計 4,781 4,781

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

小学校施設維持管理事業〔３小学校体育館空調設備等設置工事設計、３小学
校体育館用大型気化式冷風機借上〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 小学校費 学校管理費

　令和７年度　～　令和８年度

　学校体育館は、授業や部活動、集会などの教育活動や社会体育活動などの地域コミュ
ニティ醸成の場として利用頻度が高く、災害発生時には地域の避難所としての利用もあ
ることから、児童の熱中症対策や避難所の防災機能の向上を図るため、学校施設の環境
整備を進める。

　３小学校の体育館において空調設置のための設計業務を行うとともに、空調設置まで
の期間の熱中症対策として、体育館用大型気化式冷風機を借上げ各校２台を配置する。

○事業費総額 17,350  千円

（内訳）
　・３小学校体育館空調設備等設置工事設計業務　15,000千円
　・３小学校体育館用大型気化式冷風機　　　　　 2,350千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 17,350 17,350

計 17,350 17,350

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

こども園・小・中学校給食運営事業〔給食費無償化〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 こども園費

教育費 小・中学校費 学校給食費

　令和７年度～

　町立こども園に通う園児及び小学校・中学校の児童生徒の給食費を無償化することに
より、保護者負担の軽減を図り、安心・安全でおいしい給食を持続的かつ安定的に提供
する。

　保護者から実費徴収している給食費を無償化する。
　また、学校独自の会計で管理している小学校・中学校の給食費を公会計化し、町の一
般会計予算に計上し管理することにより、学校給食事務に関わる教職員の負担軽減を図
る。（こども園は公会計化対応済み）

　無償化による歳入の減
　・こども園給食費　▲9,225千円（令和6年度当初予算比）
　※小中学校分は、これまで学校管理であったため町一般会計歳入の減は生じない。

○事業費総額 97,565  千円

（内訳）
　・こども園給食材料費（園児分）38,124千円（需用費）　
　・小学校給食材料費（児童分）　36,131千円（需用費）
　・中学校給食材料費（生徒分）　23,310千円（需用費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金

府支出金
第3子以降保育料等無償化
事業費補助金(副食費分)

213 213

起　　　債
その他特財
一般財源 97,352 97,352

計 97,565 97,565

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

小・中学校保護者負担軽減事業〔万博体験委託業務〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 ３　子どもの最善の利益の確保への支援 位置づけしていない

一般会計

教育費 小・中学校費 教育振興費

　令和７年度　～　

　令和７年４月13日から10月13日までの半年間、開催される大阪・関西万博に参加し、
久御山町立小・中学校の全学年の児童・生徒に、わくわくする体験を経験する機会を設
ける。
　さらに、学習指導要領にある「自ら学び自ら考える力」を育てるため、事前学習や現
地での体験、事後学習を通じて、子どもたちが自主的に学ぶ力を育てるとともに、新た
な価値観に触れ、視野を広げることで成長の機会とする。

　大阪・関西万博会場までの貸切バスの手配や入場予約などの業務を委託する。

　体験予定日
　・令和７年５月８日　中学生（全学年）
　・令和７年５月９日　小学生（全学年）

○事業費総額 8,028  千円

（内訳）
　・万博体験委託業務　小学校費　5,170千円
　　　　　　　　　　　中学校費　2,858千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 8,028 8,028

計 8,028 8,028

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

小・中学校情報教育環境整備事業〔タブレット端末等機器借上リース料（債務
負担行為）等〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 小学校費・中学校費 教育振興費

　令和７年度　～　

　国のＧＩＧＡスクール構想により、令和２年度に整備した学習用端末（タブレット）
を引き続き授業や様々な活動で利用していくため更新する必要がある。

　令和８年４月から新しいタブレットが授業で利用できるよう令和７年度中に調達及び
設定作業を行う。なお、調達については、京都府が主催する共同調達に参加し、スケー
ルメリットによるコスト削減及び物品の確実な確保を行う。

　更新対象タブレットの台数
　・小学校　689台
　・中学校　355台

○事業費総額 10,082  千円

（内訳）
　小学校費
　・校内通信ネットワーク整備業務　6,421千円
　・タッチペン　　　　　　　　　　　234千円
　中学校費
　・校内通信ネットワーク整備業務　3,306千円
　・タッチペン　　　　　　　　　　　121千円

　※参考
　・小学校タブレット借上料　11,278千円（令和８～12年度債務負担行為）
　・中学校タブレット借上料　 5,811千円（令和８～12年度債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 10,082 10,082

計 10,082 10,082

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

中学校施設維持管理事業〔体育館蓄電池設置工事〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 中学校費 学校管理費

　令和７年度　～　

　学校体育館は、授業や部活動、集会などの教育活動や社会教育活動などの地域コミュ
ニティ醸成の場として利用頻度が高く、災害発生時には地域の避難所としての利用もあ
ることから、生徒の熱中症対策や避難所の防災機能の向上を図る必要がある。

　中学校体育館に設置している太陽光発電設備で発電した電気を蓄えて災害などの停電
時に照明など体育館の電力として利用するため、蓄電池を設置する。

○事業費総額 33,908  千円

（内訳）
　・体育館蓄電池設置工事　　　　　　　　33,000千円
　・体育館蓄電池設置工事監理業務委託　　　 908千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
学校施設環境改善交付金(基
礎額の1/2)

5,000 5,000

府支出金

起　　　債 中学校施設整備事業債 21,000 21,000

その他特財 公共施設建設基金繰入金 7,000 7,000
一般財源 908 908

計 33,908 33,908

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的
 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

全世代・全員活躍まちづくりセンター運営事業

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 ２　多彩な交流の促進 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 社会教育総務費

　令和４年度　～　

　久御山町全世代・全員活躍まちづくりセンター整備基本計画等に示されたまちづくり
センターのコンセプトを踏まえ、住民の多様な活動や使い方を実現するよう指定管理者
が運営を行い、適切に管理を行う。

　令和７年度内の開館を目指し、令和４年度から人材育成も含めた開館準備を行う。
　《主な取組内容》
　　・開館準備業務
　　・開館後の管理運営
　《具体事業内容》
　　①令和７年度のグランハット開館に向け、開館前の準備業務を行うと共に、開館後
　　　の適切な運営・維持管理業務を行う。
　　②グランハットオープニングセレモニーとして、町商工会等と連携した事業を実施
　　　することにより、町内外から来館いただける賑わいのあるイベントを実施する。
　　③グランハット開館後の賑わい創出として、町内外の方を対象とした音楽イベント
　　　を実施する。
　　④令和７年度のグランハット開館に向け、施設備品の購入を行う。
　　⑤長期委託契約のベースとなる指定管理協定の締結に向け、指定管理協定及び
　　　要求水準書等の修正検討を行うと共に、弁護士による文言調整を行う。

○事業費総額 88,862  千円

（内訳）
　・委員謝礼　　　　　　　　　　　　 　260千円（報償費）
　・普通旅費　　　　　　　　　　　　　　 6千円（旅費）
　・会議用お茶代　　　　　　　　　　　　 6千円（需用費）
　・まちづくりセンター指定管理料　　28,520千円（委託料）
　　　債務負担行為R5～R15年度　R8年度以降　570,719千円
　・センター開館準備業務　　　　　　15,239千円（委託料）
　・会場設営等　　　　　　　　　 　　2,180千円（委託料）
　　（オープニングセレモニー・商工会連携屋外イベント）
　・協定等締結協議支援業務　　　　　 2,651千円（委託料）
　・まちづくりセンター施設備品購入　40,000千円（備品購入費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

地方創生推進交付金(生涯学
習応援課)・1/2

23,205 23,205

社会資本整備総合交付金(生
涯学習応援課)

872 872

府支出金
起　　　債

その他特財
ふるさと応援基金繰入金(社
会教育総務費)

20,000 20,000

一般財源 44,785 44,785
計 88,862 88,862

総合計画上
の位置づけ

国庫支出金

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

ふれあい交流館運営事業〔外壁タイル改修工事設計、屋上防水改修工事、公
用車購入〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第１節　社会教育

計　画 ３　タウンキャンパスの充実と活用 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 生涯学習センター費

　令和７年度

　生涯学習の振興のための各種事業等を行い、住民の文化の向上と活力ある地域社会の
創造。また、安全で安心な施設環境を確保するため、施設の改修などを行う。

　令和７年度は屋上防水改修工事、令和８年度の外壁改修工事へ向けて外壁タイル改修
工事設計（調査込）を行う。
　また、老朽化した公用車を更新する。

〇事業費総額 55,338  千円

（内訳）
　・公用車登録料　　　　　　　　　　 　55千円（役務費）※拡充
　・公用車自賠責保険用　　　　　　　 　18千円（役務費）※拡充
　・外壁タイル改修工事設計業務委託　5,598千円（委託料）※新規
　・屋上防水改修工事　　　　　　　 48,346千円（工事請負費）※新規
　・公用車購入　　　　　　　　　　　1,314千円（備品購入費）※拡充
　・公用車重量税　　　　　　    　　　　7千円（公課費）※拡充

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債 社会教育施設整備事業債 18,100 18,100

日本中央競馬会事業所周辺
環境整備事業寄付金・50%

24,100 24,100

公共施設建設基金繰入金 13,100 13,100
一般財源 38 38

計 55,338 55,338

総合計画上
の位置づけ

その他特財

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

図書館運営事業〔図書館システム更新〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第１節　社会教育

計　画 ３　タウンキャンパスの充実と活用 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 図書館費

　令和７年度　

　多様な読書ニーズや学習活動に対応するため、また効率的に管理運営を行うため図書
館システムを更新する。

　令和２年度に更新した図書館システムを活用し、貸出・返却をはじめとしたカウン
ター業務やインターネットでの蔵書検索・予約サービス等を実施している。そのサポー
トが令和７年９月に終了することから、今後も引き続き安定した運用を行い、さらなる
業務の効率化・多様な利用者ニーズに応えるため図書館システムを更新する。

○事業費総額 6,919  千円

（内訳）　拡充分　3,596千円
　・図書館システム保守料　　1,188千円（委託料）
　・図書館システムリース料　2,408千円（使用料及び賃借料）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 6,919 3,596

計 6,919 3,596

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

放課後児童健全育成事業〔仲よし学級運営業務委託（債務負担行為）〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 ５　子育てと仕事・地域生活の両立への支援 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 放課後児童健全育成事業

　令和７年度　～　令和10年度

　共働き世帯や病気・看護等のため家庭での保育が難しい世帯等に欠かすことができな
い仲よし学級は、指導員の高齢化や慢性的な人手不足など様々な課題を抱えている。そ
れらの課題を解決し、持続可能な仲よし学級を実現して保護者や児童が安心して利用で
きる環境を整備するため、令和８年度から運営の民間委託を実施する。

　仲よし学級の運営を令和８年度から民間事業者へ委託するため、債務負担行為を設定
し、業者の選定や周知、移行に向けた準備などを行う。

○事業費総額 0  千円

（内訳）
　・運営委託料　0千円

　※参考
　　令和８年度～令和10年度　運営委託料　252,705千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源

計 0 0

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

旧山田家住宅保存・活用事業〔保存活用計画策定委託、主屋倒壊防止対策
工事等〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第３節　歴史文化

計　画 １　歴史・文化の保存と継承 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 文化財費

　令和７年度

　旧山田家住宅の保存修理とその活用方法等については、町の文化財保護行政上の大き
な課題の一つである。中長期的な視点による適正保存及び活用を進めるための総合的な
計画である保存活用計画を作成することにより、ハード・ソフト両面から十分検討を加
え、将来にわたり住民に愛される地域の文化財として継承していく必要性が高い。
　また、保存活用計画に基づく保存修理の実施までの間、主屋のこれ以上の破損・劣化
を防止するため、保存活用計画の策定と並行し主屋倒壊防止対策工事を実施する。

①保存活用計画策定委託
　保存活用計画策定委員会での議論及び地元地域との調整を行い、文化庁の定める「文
化財保護法に基づく保存活用計画の策定等に関する指針」に基づき策定する。

②主屋倒壊防止対策工事等
　令和６年度に作成した設計に基づき、主屋の４箇所に補強用Ｈ形鋼を設置する。

○事業費総額 15,224  千円

（内訳）
　・保存活用計画策定委託　7,700千円（委託料）
　・主屋倒壊防止対策工事　7,524千円（工事請負費）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
登録有形文化財建造物修理
事業費補助金・50%

3,850 3,850

府支出金
起　　　債
その他特財 公共施設建設基金繰入金 7,500 7,500
一般財源 3,874 3,874

計 15,224 15,224

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

61



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

歩くまち「くみやま」推進事業

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

教育費 保健体育費 保健体育総務費

　令和３年度　～　

　歩くことは、リラックス効果をはじめ、脳や免疫機能の活性化、体脂肪の低下などの
健康増進効果があることを広く住民に知ってもらい、これまで健康に対して無関心で
あった方にも、日常生活にもっと「歩く」を根付かせ、自身の健康づくりに関心を持っ
ていただくことで病気・介護の予防に繋げる。

　住民の生涯にわたる心身の健康づくりのため、次の３つの柱を事業目標に掲げ、全世
代が歩くことを一つのテーマとして、健康長寿のまちを目指す。
　《事業目標》
　　・安全に楽しく「歩きたくなる」まちづくり
　　・全世代向けの「歩く」情報の発信・拡散
　　・「歩く」ことがライフスタイルに繋がる仕掛けづくり
　《具体事業内容》
　①令和６年度から運営を開始した新アプリ「脳にいいアプリ」の運営業務委託を行
　　う。
　②住民参加型協議会の事業実施等を円滑に行うために運営業務委託を行う。
　③グランハットオープニング後に、「歩く」と「食」をテーマとした賑わいのある
　　記念事業を実施する。
　④みまきっこまんなか応援事業と連携し、町の歴史や魅力を町内外にPRする周遊
　　プログラムを作成し実施する。

○事業費総額 7,739  千円

（内訳）
　・ウォーキングアプリ賞品等　　　　355千円（報償費）
　　　（拝観謝礼、講師謝礼、参加記念品等）
　・イベント消耗品　　　　　　　　　410千円（需用費）
　・歩くまちくみやま事業運営費　　2,728千円（委託料）
　・脳にいいアプリ運営費　　　　　　396千円（委託料）
　・みまきっこまんなか応援
　　周遊プログラム事業　　　　　　3,850千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
地方創生推進交付金(生涯学
習応援課)・1/2

1,562 1,562

府支出金
子育てにやさしいまちづくり推
進交付金・2/3

2,566 2,566

起　　　債
その他特財
一般財源 3,611 3,611

計 7,739 7,739

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

水道施設維持管理事業〔水道施設更新工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 １　良質な水の安定供給 位置づけしていない

水道事業会計

資本的支出 建設改良費 固定資産取得費

　令和７年度

　水道事業ビジョンに基づき施設を健全に維持するため、更新を適切に行う必要があ
る。
　老朽化した機器などを更新することにより、住民に安全で安心な水を安定的に供給す
る。

①１号配水ポンプ更新工事
　・配水ポンプ更新工事

②１号配水ポンプ操作盤更新工事
　・操作盤更新工事

③１・２・４号配水ポンプ吐出弁更新工事
　・配水ポンプ吐出弁更新工事

○事業費総額 84,869  千円

（内訳）
　①１号配水ポンプ更新工事　　　　　　　　26,668千円
　②１号配水ポンプ操作盤更新工事　　　　　34,969千円
　③１・２・４号配水ポンプ吐出弁更新工事　23,232千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 84,869 84,869

計 84,869 84,869

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

配水管改良事業〔配水管布設替工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 ２　緊急時における供給体制の確保 位置づけしていない

水道事業会計

資本的支出 建設改良費 施設改良費

　令和７年度

　水道事業ビジョンに基づき強靱で安定した水道を実現するため、重要給水施設への重
要管路の耐震化を行う必要がある。
  浄水場から避難所等の重要給水施設までの重要管路の耐震化を推進することにより、
水を安定的に供給する。

　更新計画に基づき、重要管路の耐震化工事を実施する。

　配水管布設替工事
　　　　φ350　　 L=346ｍ
　　　　φ300　　 L= 63ｍ
　　　　φ150　　 L= 87ｍ
　　　　φ 75　　 L=170ｍ
　　　　φ 50     L= 18ｍ

　舗装復旧工事
　　　　町道車道　A=800㎡

　測量設計業務
　　　　一式

○事業費総額 264,495  千円

（内訳）
　・工事請負費（管工事）　246,070千円
　・工事請負費（舗装）　　  7,964千円
　・委託料（設計）　　　　 10,461千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金 社会資本整備総合交付金・25% 14,600 14,600
府支出金
起　　　債 水道管路耐震化事業債 200,000 200,000
その他特財
一般財源 49,895 49,895

計 264,495 264,495

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

ストックマネジメント計画改定事業〔計画改定〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第７節　下水道

計　画 １　下水道施設の整備と維持管理の推進 位置づけしていない

下水道事業会計

下水道事業費用 営業費用 管渠費

　令和７年度

　施設管理の最適化を図るため、老朽化する施設の点検・調査を実施し、修繕・改築計
画の策定を行う。
　長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、優先順位付けを
行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改築を実施し、施設全体を対象とした施設管
理の最適化を図る。

　施設管理の最適化を図るため、定期的に現行のストックマネジメント計画を見直すと
ともに、大規模更新が必要な真空ステーションも含めた計画の改定を行う。

○事業費総額 34,639  千円

（内訳）
　・ストックマネジメント計画改定業務　　34,639千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
社会資本整備総合交付金・
50%

12,000 12,000

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 22,639 22,639

計 34,639 34,639

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

公共下水道整備・更新事業〔ウォーターPPP導入可能性調査〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第７節　下水道

計　画 １　下水道施設の整備と維持管理の推進 位置づけしていない

下水道事業会計

下水道事業費用 営業費用 管渠費

　令和７年度

　技術職員不足や技術力の継承困難、施設の老朽化による更新需要の増加や維持管理費
の増加などの課題を解決し、事業の持続性を向上させるため国は官民連携を進めてい
る。
　官民連携により様々な課題を解決し、持続可能な下水道事業運営を行う。

　ウォーターPPP導入に向けて、業務内容をはじめ官民連携の可能性を確認するため本
調査を実施する。

　※ウォーターPPP
　　水道、下水道、工業用水道分野において、公共施設等運営事業に段階的に移行す
　　るための官民連携方式として、長期契約で管理と更新を一体的にマネジメントす
　　る方式

○事業費総額 15,158  千円

（内訳）
　・ウォーターPPP導入可能性調査業務　　15,158千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 15,158 15,158

計 15,158 15,158

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

公共下水道整備・更新事業〔管渠改築工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第７節　下水道

計　画 １　下水道施設の整備と維持管理の推進 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費 汚水管渠改良費

　令和７年度

　管渠の劣化状況に応じて計画的・効率的な改築更新を行う必要がある。
　管渠の破損による道路陥没などの事故を未然に防止し、適切な維持管理により安全で
快適な生活環境を構築する。

　ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した施設の改築更新工事を行う。

　管渠更生工（φ200・250）　　L=200ｍ

○事業費総額 21,560  千円

（内訳）
　・管渠改築工事　　　21,560千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
社会資本整備総合交付金・
50%

6,500 6,500

府支出金
起　　　債 公共下水道整備事業債 4,600 4,600
その他特財
一般財源 10,460 10,460

計 21,560 21,560

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

内水排除対策事業〔佐山排水機場耐震診断事業〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 １　治水対策の促進 位置づけしていない

下水道事業会計

下水道事業費用 営業費用 ポンプ場費

　令和７年度　～　

　地震発生後も佐山排水機場が安定した排水機能を有することができるよう、耐震性能
を確保するための耐震補強工事を実施することを見据え、耐震診断を実施する。

　令和７年度は、佐山排水機場耐震診断業務を行う。

○事業費総額 23,500  千円

（内訳）

　・佐山排水機場耐震診断業務　　　　 　22,500千円
　・佐山排水機場耐震診断発注支援業務　　1,000千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
社会資本整備総合交付金・
50%

7,800 7,800

府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 15,700 15,700

計 23,500 23,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和７年度　新規施策等に係る事業概要調書

内水排除対策事業〔荒見調整池整備工事（中央公園）〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 ２　雨水貯留対策の推進 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費 雨水管渠等建設費

　令和３年度　～　

　近年、局地的な集中豪雨が多発しており、甚大な被害が懸念される。そうしたことか
ら内水排除対策により住民の生命や財産を洪水や浸水被害から未然に防止する。

　令和７年度は、荒見調整池整備工事を行う。

○事業費総額 479,200  千円

（内訳）

　・荒見調整池整備工事（中央公園）　479,200千円
　　（３箇年事業）　Ｒ６：19,800千円、Ｒ７：479,200千円、Ｒ８：1,288,400千円
　　　　総額：1,787,400千円

（財源内訳）
区　　　分 補助金名・補助率 総　　額 うち新規・拡充分

国庫支出金
浸水対策下水道事業費補助・
50%

194,000 194,000

府支出金

起　　　債
公共下水道整備事業債(雨
水)

256,700 256,700

その他特財
一般財源 28,500 28,500

計 479,200 479,200

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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